
在来工法による一般的な吊り天井の構成
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検 索国交省　天井
検 索天井脱落　基準

耐震性が低く、経年劣化も見られたため、２号

館は耐震改修を必要としていました。そこで、建

物耐震改修と併せて、天井耐震改修を実施する

ことで安全性を確保する工事を行いました。

既存天井材（下地含む。）の撤去・耐震天井下

地の設置や凸凹天井からフラット天井への改修

等により耐震性を確保しました。本改修は、約

327万円（天井改修部分のみ）という低コストで

安全性を確保することができました。
改修前の凸凹天井 改修後のフラット天井

写真提供：広島文化学園大学

写真：日本科学未来館の膜天井写真：日本科学未来館の膜天井

写真提供：京王電鉄

天井裏の施工状況

広島文化学園大学　長束キャンパス２号館

京王線東府中駅　駅舎

事例①　コストを抑えた改修事例

野縁に落下金物を設置し、親ワイヤーで構造体

（既存母屋）から吊ることにより、地震時にク

リップが外れても脱落しない工法です。また、部

分的な天井の欠けを防止するために補強テープ

の設置も行っています。

この工法は、天井裏の下地に落下防止金物を設

置するため、天井の外観・形状を保持したまま

の落下防止が可能です。なお、本工事は24日

間、終電から始発までの間（3時間／日）に工事

を行ったため、通常の利用を可能としながら工

事を行うことができました。

事例 ② 　フェイルセーフによる天井脱落防止事例

建築物における天井脱落対策に係る技術基準

平成２６年４月施行
を見直す。

安全・安心な天井に向けた対策の具体例
ここでは、特定天井を改修した事例を紹介します。

技術基準の詳しい内容（政令・告示）や解説は、以下のホームページに掲載されています。

国土交通省
http://www.mlit.go.jp

建築基準法施行令の一部を改正する政令について
以下の政令、省令、告示の本文やその関係資料の
データがダウンロードできます。
１ 

２

３ 

建築基準法施行令の一部を改正する政令
（平成２５年政令第２１７号）関係資料

建築基準法施行規則及び建築基準法に基づく指定資
格検定機関等に関する省令の一部を改正する省令
（平成２５年国土交通省令第６１号）

建築物の天井脱落対策関連告示
特定天井及び特定天井の構造耐力上安全な構造方法
を定める件
（平成２５年国土交通省告示第７７１号）

一般社団法人建築性能基準推進協会
http://www.seinokyo.jp/

建築物の天井脱落対策に係る技術基準の解説
技術基準の逐条解説や事例が掲載されている解
説テキストのデータがダウンロードできます。

東京都 都市整備局 市街地建築部
建築企画課 建築安全担当
〒１６３-８００１ 東京都新宿区西新宿２-８-１
第二本庁舎３階南側
ＴＥＬ ０３-５３８８-３３４４（直通）
ＦＡＸ ０３-５３８８-１３５６
令和5年3月発行 (4) 85

このパンフレットについてのお問合せ先

地震で揺れやすい吊り天井 ― 天井の構造

建築物の多くに用いられる「吊り天井」は、梁やスラ

ブといった構造耐力上主要な部分等から吊り部材を

用いた骨組みにより、天井板を吊り下げることで、天

井面を構成しています。このため、地震時には水平方

向に揺れやすいという特徴があります。また、湿気の

多い空間では、錆や腐食などにより部材が劣化しや

すくなることがあり、留意が必要です。

天井脱落の被害
平成23年の東日本大震災において、天井が脱落する

被害がありました。被害のあった箇所は、天井面積

の大きな場所が多く、昭和56年以降に建築された新

耐震基準の建築物においても多くの被害が発生しま

した。

また、屋内プールなどでは、地震を原因としない天井

脱落の事故も発生しており、建築物の安全性を確保

するためには、必要な天井脱落対策を講じることが

重要です。

改修後の天井

東日本大震災時での天井落下による被害（音楽ホール）
写真提供：国土交通省

所有者・管理者のための

を見直す。

安全・安心な天井へのステップ
安全・安心な天井を目指すために、必要な手順を紹介します。
ここに示すのは飽くまで一例ですので、建築士や診断会社等と相談しながら取組を進めてください。

はり

躯体



⑨Ｖ字状の
　斜め部材

⑤構造耐力上主要な
　部分等に緊結

②相互に緊結

⑧3m
　以下

①２０ｋｇ/㎡以下
⑩6cm以上
　の隙間

仕様ルートにおける技術基準
①  天井の単位面積質量は２０ｋｇ/㎡以下
②  天井材はねじ、ボルト等により相互に緊結
③  支持構造部は十分な剛性及び強度を有し、構造耐力

  上主要な部分に緊結
④  吊り材はＪＩＳ規格の吊りボルト等を使用
⑤  吊り材、斜め部材は埋め込みインサート、ボルト等

  により構造耐力上主要な部分等に緊結
⑥  吊り材は１本 /㎡以上を釣り合い良く配置
⑦  天井面に段差等を設けない
⑧  吊り長さは３ｍ以下でおおむね均一
⑨  斜め部材はＶ字状に必要組数を釣り合い良く配置
⑩  壁等との間に６ｃｍ以上の隙間を確保
⑪  屋外に面する天井は風圧により脱落しない取付け

脱落対策に係る法令改正（平成26年4月1日施行）

仕様ルート

計算ルート

大臣認定ルート

天井の単位面積質量が２０ｋｇ／㎡以下の場合
耐震性等を考慮した天井の仕様に適合することで検証

多層建築物や体育館など仕様を適用しにくい場合
天井の耐震性等を構造計算で検証

音楽ホールなどの大空間で建物の躯体や天井が特殊な場合
個々の建築物の特性に応じ、時刻歴応答解析等で天井の耐震性等を検証

基本的な考え方

斜め部材等により地震力等による天井の振れ
を抑制し、天井面と壁等との間に一定のクリア
ランスを設けることで、天井脱落の防止を図る。

技術基準

落下防止措置

［平成25年国土交通省告示第771号］ほか

技術基準に基づく特定天井の設計ルート

該当する

該当しない

該当
する

既存建築物における特定天井への対応イメージ

分離している

分離していない

上記の対応イメージは、その他の建築基準法関係規定への適合状況等により異なる
く場合があります。個別の建物については所管行政庁へ直接御相談ください。

（※）小規模な増改築（令第 137 条の２第３号）、大規模な修繕・模様替え（令第 137 条の 12）及び（天井の修復など）建築行為を伴わない工事

技術基準への適合

脱落防止対策の
施工等を検討

技術基準への適合
（ただし、落下防止措

  置による対応も可。）

適合する

適合しない
（既存不適格）

実施しない

実施する

脱落の被害と法改正までの経緯

6m超

200㎡超

6m以下

特定天井人が日常立ち入る場所に設置されている吊り天井で、
以下の三つの条件に該当するもの

当パンフレット裏面で紹介している一般社
団法人建築性能基準推進協会のホーム
ページに具体例が多く掲載されています。

■特定天井の例

① 天井の高さが６m超
② 水平投影面積が２００㎡超
③ 単位面積質量が２kg/㎡超

特定天井とは
[平成25年 国土交通省告示第771号]

6m超

200㎡超

6m以下

特定天井

6m
6m以下

6m超

200㎡超

6m以下

特定天井

6m

6m超

分割されている天井の面積（はり、
垂れ壁部分を除く。）の合計200㎡超

特定天井

※　上記の基準以外に、周囲の壁等との間にクリアランスを設けない基準もあります。

く

芸予地震／天井や間仕切壁の脱落による負傷者発生

芸予地震被害調査報告の送付について （国住指第３５７号）
・天井面の周辺部と周囲の壁との間にクリアランスを確保
・吊りボルトに斜め部材の設置
・Ｔバー（目地材）の落下防止対策

十勝沖地震／空港出発ロビーの吊り天井が約３００㎡にわたり脱落

大規模空間を持つ建築物の天井の崩落対策について （国住指第２４０２号）
平成１３年の技術的助言に加え、
・剛性の異なる部分に構造的なクリアランスの確保
・既設施設での点検・改善の際の脱落防止、落下防止措置による当面の安全の確保　など

宮城県沖地震／スポーツ施設の天井において、約９割が落下

地震時における天井の崩落対策の徹底について（国住指第 １４２７号）
・行政による建築確認の際、平成１５年の技術的助言との適合状況を確認
・行政による中間検査又は完了検査の際、設計図書どおりに施工されていることを検査

東日本大震災／震源地である東北地方をはじめ、都内を含む広範囲で建物の天井が落下

静岡県富士市内で、屋内プールの天井板脱落

神奈川県横須賀市内で、屋内プールの天井板脱落

屋内プール等の大規模空間を持つ建築物の吊り天井の脱落対策について
（国住指第１８５２号）

・天井面のゆがみや垂れ下がりの有無、天井裏の状況の目視による点検の実施
・脱落のおそれがある場合に、立入制限等の安全対策、落下防止措置等の実施

天井脱落対策に係る技術基準を定める告示等の施行

平成１３年
（２００１年）

平成１５年
（２００３年）

平成１７年
（２００５年）

平成２３年
（２０１１年）

平成２５年
（２０１３年）

平成２６年
（２０１４年）

これまで、数度の地震において天井脱落の被害が報告
されたことを踏まえ、国土交通省では、振れ止めの設
置、クリアランスの確保等について、技術的助言を発す
るなどしてきました。しかし、平成23年の東日本大震災

地震などによる天井被害と国などの動き （　　）内は国土交通省による通知の文書番号です。

３月

６月

９月

１０月

８月

３月

７月

８月

４月

において、かつてない規模で甚大な被害が生じ、また、屋
内プールなどで地震を原因としない天井脱落も発生しま
した。これらの被害を踏まえ、国土交通省により「天井脱
落対策に係る技術基準が取りまとめられました。

天井材の落下による衝撃が作用した場合においても脱
落及び破断が生じないことが確かめられた部材（ネッ
ト、ワイヤ、ロープ等）の設置により、天井の落下を防止
する措置です。［平成17年国土交通省告示第566号］

天井内での作業が少ないため、短工期で費用が少なく
なりやすいですが、落下防止措置部材を構成する材料
の品質（強度、耐久性等）を明らかにするとともに、地
震力が作用した際に、落下防止措置部材が天井材に作
用する地震力を負担しない構造とする必要がありま
す。また、落下防止措置部材を天井面の下部に設置す
るか、天井面の上部に設置するかで設計上の留意事項
が異なります。（詳細は、「建築物の天井脱落対策に係
る技術基準の解説」に掲載されています。）

ネットによる落下防止措置ネットによる落下防止措置

落下防止措置の改修事例

写真提供：アピオあおもり

建築物に特定天井を設けるの場合、特定天井を有する

既存建築物において、増改築等を行う場合などは、技

術基準に基づき、構造耐力上安全な構造とするための

設計を行います。技術基準には、次の三つの設計ルート

が示されています。

建物所有者・管理者の皆様は、建物の安全性を確保するためにも
改修工事等を御検討ください。

体育館における天井の脱落体育館における天井の脱落音楽ホールにおける天井の脱落音楽ホールにおける天井の脱落

東日本大震災での天井落下による被害

写真提供：国土交通省

脱落によって重大な危害を生ずるおそれがある天
井がと定義付けられました。（ 特定天井 ） 
特定天井が適合すべき構造耐力上安全な天井の構
造方法として、三つの設計ルート（ 技術基準 ）が定
められました。

特定天井の耐久性確保のため、腐食等への措置に
対する規定が加えられました。

既存建築物の一定範囲内の増改築時に適用できる
基準として、技術基準の代替措置（ネット等の落下
防止措置）が位置付けられました。

中地震時における天井の損傷を防止し、それを超
える一定の地震においても脱落の低減を図ること
を目標としています。

1

２

３

４

５

［建築基準法施行令（以下「令」という。）第39条第４項］

改正内容のポイント
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　部分等に緊結
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⑧3m
　以下

①２０ｋｇ/㎡以下
⑩6cm以上
　の隙間

仕様ルートにおける技術基準
①  天井の単位面積質量は２０ｋｇ/㎡以下
②  天井材はねじ、ボルト等により相互に緊結
③  支持構造部は十分な剛性及び強度を有し、構造耐力

  上主要な部分に緊結
④  吊り材はＪＩＳ規格の吊りボルト等を使用
⑤  吊り材、斜め部材は埋め込みインサート、ボルト等

  により構造耐力上主要な部分等に緊結
⑥  吊り材は１本 /㎡以上を釣り合い良く配置
⑦  天井面に段差等を設けない
⑧  吊り長さは３ｍ以下でおおむね均一
⑨  斜め部材はＶ字状に必要組数を釣り合い良く配置
⑩  壁等との間に６ｃｍ以上の隙間を確保
⑪  屋外に面する天井は風圧により脱落しない取付け

脱落対策に係る法令改正（平成26年4月1日施行）

仕様ルート

計算ルート

大臣認定ルート

天井の単位面積質量が２０ｋｇ／㎡以下の場合
耐震性等を考慮した天井の仕様に適合することで検証

多層建築物や体育館など仕様を適用しにくい場合
天井の耐震性等を構造計算で検証

音楽ホールなどの大空間で建物の躯体や天井が特殊な場合
個々の建築物の特性に応じ、時刻歴応答解析等で天井の耐震性等を検証

基本的な考え方

斜め部材等により地震力等による天井の振れ
を抑制し、天井面と壁等との間に一定のクリア
ランスを設けることで、天井脱落の防止を図る。

技術基準

落下防止措置

［平成25年国土交通省告示第771号］ほか

技術基準に基づく特定天井の設計ルート

該当する

該当しない

該当
する

既存建築物における特定天井への対応イメージ

分離している

分離していない

上記の対応イメージは、その他の建築基準法関係規定への適合状況等により異なる
く場合があります。個別の建物については所管行政庁へ直接御相談ください。

（※）小規模な増改築（令第 137 条の２第３号）、大規模な修繕・模様替え（令第 137 条の 12）及び（天井の修復など）建築行為を伴わない工事

技術基準への適合

脱落防止対策の
施工等を検討

技術基準への適合
（ただし、落下防止措

  置による対応も可。）

適合する

適合しない
（既存不適格）

実施しない

実施する

脱落の被害と法改正までの経緯

6m超

200㎡超

6m以下

特定天井人が日常立ち入る場所に設置されている吊り天井で、
以下の三つの条件に該当するもの

当パンフレット裏面で紹介している一般社
団法人建築性能基準推進協会のホーム
ページに具体例が多く掲載されています。

■特定天井の例

① 天井の高さが６m超
② 水平投影面積が２００㎡超
③ 単位面積質量が２kg/㎡超

特定天井とは
[平成25年 国土交通省告示第771号]

6m超

200㎡超

6m以下

特定天井
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6m以下

6m超

200㎡超

6m以下

特定天井

6m

6m超

分割されている天井の面積（はり、
垂れ壁部分を除く。）の合計200㎡超

特定天井

※　上記の基準以外に、周囲の壁等との間にクリアランスを設けない基準もあります。

く

芸予地震／天井や間仕切壁の脱落による負傷者発生

芸予地震被害調査報告の送付について （国住指第３５７号）
・天井面の周辺部と周囲の壁との間にクリアランスを確保
・吊りボルトに斜め部材の設置
・Ｔバー（目地材）の落下防止対策

十勝沖地震／空港出発ロビーの吊り天井が約３００㎡にわたり脱落

大規模空間を持つ建築物の天井の崩落対策について （国住指第２４０２号）
平成１３年の技術的助言に加え、
・剛性の異なる部分に構造的なクリアランスの確保
・既設施設での点検・改善の際の脱落防止、落下防止措置による当面の安全の確保　など

宮城県沖地震／スポーツ施設の天井において、約９割が落下

地震時における天井の崩落対策の徹底について（国住指第 １４２７号）
・行政による建築確認の際、平成１５年の技術的助言との適合状況を確認
・行政による中間検査又は完了検査の際、設計図書どおりに施工されていることを検査

東日本大震災／震源地である東北地方をはじめ、都内を含む広範囲で建物の天井が落下

静岡県富士市内で、屋内プールの天井板脱落

神奈川県横須賀市内で、屋内プールの天井板脱落

屋内プール等の大規模空間を持つ建築物の吊り天井の脱落対策について
（国住指第１８５２号）

・天井面のゆがみや垂れ下がりの有無、天井裏の状況の目視による点検の実施
・脱落のおそれがある場合に、立入制限等の安全対策、落下防止措置等の実施

天井脱落対策に係る技術基準を定める告示等の施行

平成１３年
（２００１年）

平成１５年
（２００３年）

平成１７年
（２００５年）

平成２３年
（２０１１年）

平成２５年
（２０１３年）

平成２６年
（２０１４年）

これまで、数度の地震において天井脱落の被害が報告
されたことを踏まえ、国土交通省では、振れ止めの設
置、クリアランスの確保等について、技術的助言を発す
るなどしてきました。しかし、平成23年の東日本大震災

地震などによる天井被害と国などの動き （　　）内は国土交通省による通知の文書番号です。

３月

６月

９月

１０月

８月

３月

７月

８月

４月

において、かつてない規模で甚大な被害が生じ、また、屋
内プールなどで地震を原因としない天井脱落も発生しま
した。これらの被害を踏まえ、国土交通省により「天井脱
落対策に係る技術基準が取りまとめられました。

天井材の落下による衝撃が作用した場合においても脱
落及び破断が生じないことが確かめられた部材（ネッ
ト、ワイヤ、ロープ等）の設置により、天井の落下を防止
する措置です。［平成17年国土交通省告示第566号］

天井内での作業が少ないため、短工期で費用が少なく
なりやすいですが、落下防止措置部材を構成する材料
の品質（強度、耐久性等）を明らかにするとともに、地
震力が作用した際に、落下防止措置部材が天井材に作
用する地震力を負担しない構造とする必要がありま
す。また、落下防止措置部材を天井面の下部に設置す
るか、天井面の上部に設置するかで設計上の留意事項
が異なります。（詳細は、「建築物の天井脱落対策に係
る技術基準の解説」に掲載されています。）

ネットによる落下防止措置ネットによる落下防止措置

落下防止措置の改修事例

写真提供：アピオあおもり

建築物に特定天井を設けるの場合、特定天井を有する

既存建築物において、増改築等を行う場合などは、技

術基準に基づき、構造耐力上安全な構造とするための

設計を行います。技術基準には、次の三つの設計ルート

が示されています。

建物所有者・管理者の皆様は、建物の安全性を確保するためにも
改修工事等を御検討ください。

体育館における天井の脱落体育館における天井の脱落音楽ホールにおける天井の脱落音楽ホールにおける天井の脱落

東日本大震災での天井落下による被害

写真提供：国土交通省

脱落によって重大な危害を生ずるおそれがある天
井がと定義付けられました。（ 特定天井 ） 
特定天井が適合すべき構造耐力上安全な天井の構
造方法として、三つの設計ルート（ 技術基準 ）が定
められました。

特定天井の耐久性確保のため、腐食等への措置に
対する規定が加えられました。

既存建築物の一定範囲内の増改築時に適用できる
基準として、技術基準の代替措置（ネット等の落下
防止措置）が位置付けられました。

中地震時における天井の損傷を防止し、それを超
える一定の地震においても脱落の低減を図ること
を目標としています。

1

２

３

４

５

［建築基準法施行令（以下「令」という。）第39条第４項］

改正内容のポイント



⑨Ｖ字状の
　斜め部材

⑤構造耐力上主要な
　部分等に緊結

②相互に緊結

⑧3m
　以下

①２０ｋｇ/㎡以下
⑩6cm以上
　の隙間

仕様ルートにおける技術基準
①  天井の単位面積質量は２０ｋｇ/㎡以下
②  天井材はねじ、ボルト等により相互に緊結
③  支持構造部は十分な剛性及び強度を有し、構造耐力

  上主要な部分に緊結
④  吊り材はＪＩＳ規格の吊りボルト等を使用
⑤  吊り材、斜め部材は埋め込みインサート、ボルト等

  により構造耐力上主要な部分等に緊結
⑥  吊り材は１本 /㎡以上を釣り合い良く配置
⑦  天井面に段差等を設けない
⑧  吊り長さは３ｍ以下でおおむね均一
⑨  斜め部材はＶ字状に必要組数を釣り合い良く配置
⑩  壁等との間に６ｃｍ以上の隙間を確保
⑪  屋外に面する天井は風圧により脱落しない取付け

脱落対策に係る法令改正（平成26年4月1日施行）

仕様ルート

計算ルート

大臣認定ルート

天井の単位面積質量が２０ｋｇ／㎡以下の場合
耐震性等を考慮した天井の仕様に適合することで検証

多層建築物や体育館など仕様を適用しにくい場合
天井の耐震性等を構造計算で検証

音楽ホールなどの大空間で建物の躯体や天井が特殊な場合
個々の建築物の特性に応じ、時刻歴応答解析等で天井の耐震性等を検証

基本的な考え方

斜め部材等により地震力等による天井の振れ
を抑制し、天井面と壁等との間に一定のクリア
ランスを設けることで、天井脱落の防止を図る。

技術基準

落下防止措置

［平成25年国土交通省告示第771号］ほか

技術基準に基づく特定天井の設計ルート

該当する

該当しない

該当
する

既存建築物における特定天井への対応イメージ

分離している

分離していない

上記の対応イメージは、その他の建築基準法関係規定への適合状況等により異なる
く場合があります。個別の建物については所管行政庁へ直接御相談ください。

（※）小規模な増改築（令第 137 条の２第３号）、大規模な修繕・模様替え（令第 137 条の 12）及び（天井の修復など）建築行為を伴わない工事

技術基準への適合

脱落防止対策の
施工等を検討

技術基準への適合
（ただし、落下防止措

  置による対応も可。）

適合する

適合しない
（既存不適格）

実施しない

実施する

脱落の被害と法改正までの経緯

6m超

200㎡超

6m以下

特定天井人が日常立ち入る場所に設置されている吊り天井で、
以下の三つの条件に該当するもの

当パンフレット裏面で紹介している一般社
団法人建築性能基準推進協会のホーム
ページに具体例が多く掲載されています。

■特定天井の例

① 天井の高さが６m超
② 水平投影面積が２００㎡超
③ 単位面積質量が２kg/㎡超

特定天井とは
[平成25年 国土交通省告示第771号]

6m超

200㎡超

6m以下

特定天井

6m
6m以下

6m超

200㎡超

6m以下

特定天井

6m

6m超

分割されている天井の面積（はり、
垂れ壁部分を除く。）の合計200㎡超

特定天井

※　上記の基準以外に、周囲の壁等との間にクリアランスを設けない基準もあります。

く

芸予地震／天井や間仕切壁の脱落による負傷者発生

芸予地震被害調査報告の送付について （国住指第３５７号）
・天井面の周辺部と周囲の壁との間にクリアランスを確保
・吊りボルトに斜め部材の設置
・Ｔバー（目地材）の落下防止対策

十勝沖地震／空港出発ロビーの吊り天井が約３００㎡にわたり脱落

大規模空間を持つ建築物の天井の崩落対策について （国住指第２４０２号）
平成１３年の技術的助言に加え、
・剛性の異なる部分に構造的なクリアランスの確保
・既設施設での点検・改善の際の脱落防止、落下防止措置による当面の安全の確保　など

宮城県沖地震／スポーツ施設の天井において、約９割が落下

地震時における天井の崩落対策の徹底について（国住指第 １４２７号）
・行政による建築確認の際、平成１５年の技術的助言との適合状況を確認
・行政による中間検査又は完了検査の際、設計図書どおりに施工されていることを検査

東日本大震災／震源地である東北地方をはじめ、都内を含む広範囲で建物の天井が落下

静岡県富士市内で、屋内プールの天井板脱落

神奈川県横須賀市内で、屋内プールの天井板脱落

屋内プール等の大規模空間を持つ建築物の吊り天井の脱落対策について
（国住指第１８５２号）

・天井面のゆがみや垂れ下がりの有無、天井裏の状況の目視による点検の実施
・脱落のおそれがある場合に、立入制限等の安全対策、落下防止措置等の実施

天井脱落対策に係る技術基準を定める告示等の施行

平成１３年
（２００１年）

平成１５年
（２００３年）

平成１７年
（２００５年）

平成２３年
（２０１１年）

平成２５年
（２０１３年）

平成２６年
（２０１４年）

これまで、数度の地震において天井脱落の被害が報告
されたことを踏まえ、国土交通省では、振れ止めの設
置、クリアランスの確保等について、技術的助言を発す
るなどしてきました。しかし、平成23年の東日本大震災

地震などによる天井被害と国などの動き （　　）内は国土交通省による通知の文書番号です。

３月

６月

９月

１０月

８月

３月

７月

８月

４月

において、かつてない規模で甚大な被害が生じ、また、屋
内プールなどで地震を原因としない天井脱落も発生しま
した。これらの被害を踏まえ、国土交通省により「天井脱
落対策に係る技術基準が取りまとめられました。

天井材の落下による衝撃が作用した場合においても脱
落及び破断が生じないことが確かめられた部材（ネッ
ト、ワイヤ、ロープ等）の設置により、天井の落下を防止
する措置です。［平成17年国土交通省告示第566号］

天井内での作業が少ないため、短工期で費用が少なく
なりやすいですが、落下防止措置部材を構成する材料
の品質（強度、耐久性等）を明らかにするとともに、地
震力が作用した際に、落下防止措置部材が天井材に作
用する地震力を負担しない構造とする必要がありま
す。また、落下防止措置部材を天井面の下部に設置す
るか、天井面の上部に設置するかで設計上の留意事項
が異なります。（詳細は、「建築物の天井脱落対策に係
る技術基準の解説」に掲載されています。）

ネットによる落下防止措置ネットによる落下防止措置

落下防止措置の改修事例

写真提供：アピオあおもり

建築物に特定天井を設けるの場合、特定天井を有する

既存建築物において、増改築等を行う場合などは、技

術基準に基づき、構造耐力上安全な構造とするための

設計を行います。技術基準には、次の三つの設計ルート

が示されています。

建物所有者・管理者の皆様は、建物の安全性を確保するためにも
改修工事等を御検討ください。

体育館における天井の脱落体育館における天井の脱落音楽ホールにおける天井の脱落音楽ホールにおける天井の脱落

東日本大震災での天井落下による被害

写真提供：国土交通省

脱落によって重大な危害を生ずるおそれがある天
井がと定義付けられました。（ 特定天井 ） 
特定天井が適合すべき構造耐力上安全な天井の構
造方法として、三つの設計ルート（ 技術基準 ）が定
められました。

特定天井の耐久性確保のため、腐食等への措置に
対する規定が加えられました。

既存建築物の一定範囲内の増改築時に適用できる
基準として、技術基準の代替措置（ネット等の落下
防止措置）が位置付けられました。

中地震時における天井の損傷を防止し、それを超
える一定の地震においても脱落の低減を図ること
を目標としています。
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［建築基準法施行令（以下「令」という。）第39条第４項］

改正内容のポイント



在来工法による一般的な吊り天井の構成

埋込みインサート

構造耐力上主要な部分

斜め部材上端
取付金具

吊り材
（吊りボルト）

斜め部材

天
井
材

吊り材
（ハンガー）

天井板 野縁 野縁受け

附属金物
（クリップ）

天井面構成部材

検 索国交省　天井
検 索天井脱落　基準

耐震性が低く、経年劣化も見られたため、２号

館は耐震改修を必要としていました。そこで、建

物耐震改修と併せて、天井耐震改修を実施する

ことで安全性を確保する工事を行いました。

既存天井材（下地含む。）の撤去・耐震天井下

地の設置や凸凹天井からフラット天井への改修

等により耐震性を確保しました。本改修は、約

327万円（天井改修部分のみ）という低コストで

安全性を確保することができました。
改修前の凸凹天井 改修後のフラット天井

写真提供：広島文化学園大学

写真：日本科学未来館の膜天井写真：日本科学未来館の膜天井

写真提供：京王電鉄

天井裏の施工状況

広島文化学園大学　長束キャンパス２号館

京王線東府中駅　駅舎

事例①　コストを抑えた改修事例

野縁に落下金物を設置し、親ワイヤーで構造体

（既存母屋）から吊ることにより、地震時にク

リップが外れても脱落しない工法です。また、部

分的な天井の欠けを防止するために補強テープ

の設置も行っています。

この工法は、天井裏の下地に落下防止金物を設

置するため、天井の外観・形状を保持したまま

の落下防止が可能です。なお、本工事は24日

間、終電から始発までの間（3時間／日）に工事

を行ったため、通常の利用を可能としながら工

事を行うことができました。

事例 ② 　フェイルセーフによる天井脱落防止事例

建築物における天井脱落対策に係る技術基準

平成２６年４月施行
を見直す。

安全・安心な天井に向けた対策の具体例
ここでは、特定天井を改修した事例を紹介します。

技術基準の詳しい内容（政令・告示）や解説は、以下のホームページに掲載されています。

国土交通省
http://www.mlit.go.jp

建築基準法施行令の一部を改正する政令について
以下の政令、省令、告示の本文やその関係資料の
データがダウンロードできます。
１ 

２

３ 

建築基準法施行令の一部を改正する政令
（平成２５年政令第２１７号）関係資料

建築基準法施行規則及び建築基準法に基づく指定資
格検定機関等に関する省令の一部を改正する省令
（平成２５年国土交通省令第６１号）

建築物の天井脱落対策関連告示
特定天井及び特定天井の構造耐力上安全な構造方法
を定める件
（平成２５年国土交通省告示第７７１号）

一般社団法人建築性能基準推進協会
http://www.seinokyo.jp/

建築物の天井脱落対策に係る技術基準の解説
技術基準の逐条解説や事例が掲載されている解
説テキストのデータがダウンロードできます。
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建築企画課 建築安全担当
〒１６３-８００１ 東京都新宿区西新宿２-８-１
第二本庁舎３階南側
ＴＥＬ ０３-５３８８-３３４４（直通）
ＦＡＸ ０３-５３８８-１３５６
令和5年3月発行 (4) 85

このパンフレットについてのお問合せ先

地震で揺れやすい吊り天井 ― 天井の構造

建築物の多くに用いられる「吊り天井」は、梁やスラ

ブといった構造耐力上主要な部分等から吊り部材を

用いた骨組みにより、天井板を吊り下げることで、天

井面を構成しています。このため、地震時には水平方

向に揺れやすいという特徴があります。また、湿気の

多い空間では、錆や腐食などにより部材が劣化しや

すくなることがあり、留意が必要です。

天井脱落の被害
平成23年の東日本大震災において、天井が脱落する

被害がありました。被害のあった箇所は、天井面積

の大きな場所が多く、昭和56年以降に建築された新

耐震基準の建築物においても多くの被害が発生しま

した。

また、屋内プールなどでは、地震を原因としない天井

脱落の事故も発生しており、建築物の安全性を確保

するためには、必要な天井脱落対策を講じることが

重要です。

改修後の天井

東日本大震災時での天井落下による被害（音楽ホール）
写真提供：国土交通省

所有者・管理者のための

を見直す。

安全・安心な天井へのステップ
安全・安心な天井を目指すために、必要な手順を紹介します。
ここに示すのは飽くまで一例ですので、建築士や診断会社等と相談しながら取組を進めてください。
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